
平成２３年８月吉日
お得意様各位

株式会社 タテムラ
システムサービス課
福 生 市 牛 浜 1 0 4

System-Ｖ/ＬＸ 新法人税申告書等プログラムの送付について

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のお取引を賜り誠にあり
がとうございます。

平成23年6月30日以後終了事業年度分対応の新法人税申告書システムが完成しましたのでお届け
致します。電子申告システムの更新については、国税庁より発表があり次第対応予定です。
又、消費税申告書、相続税申告書、財産評価において機能改善致しております。

つきましては同封の資料をご覧頂いてからご使用頂きますようお願い申し上げます。

尚、[100]法人税申告書プログラムの開発は、平成22年度版をもって終了致しました。
[110]新法人税申告書への乗せ換えをお願い致します。

今後とも倍旧のお引き立ての程、宜しくお願い申し上げます。
敬具

送付資料目次
※改正保守のご加入(未納含む)に基づき、以下の内容を同封しております。

送付ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

・System-Ｖ/ＬＸ用 平成23年
新法人税・WP版法人税・財産評価・相続税更新 ＣＤ-Ｒ １枚

※サーバーが複数台ある場合でも共通で使用できます。

取扱説明書

ＣＤ-Ｒ内にＰＤＦファイルとして入っています。

案内資料

・ 同封物の解説及びﾊﾞｰｼﾞｮﾝNO.一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・１
・ [1000]プログラムの更新作業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・２～３
・ マルチWIN端末V-5.07 インストール方法 ・・・・・・・・・・・・・４～６
・ 平成23年度 新法人税申告書システム更新内容 ・・・・・・・・・・７～11
・ その他のプログラムの変更内容 ・・・・・・・・・・・・・・・・・12

送付内容のお問い合わせ先
送付内容に関するお問い合わせにつきましては、サービス課までご連絡下さいます
ようお願いします。 尚、保守にご加入のお客様はフリーダイヤルをご利用下さい。

ＴＥＬ ０４２－５５３－５３１１(AM10:00～12:00 PM1:00～3:30)
ＦＡＸ ０４２－５５３－９９０１

以上
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11.08同封物の解説（ System-Ｖ/ ＬＸ ）

改正保守契約(未納含む)に合わせて、以下のＣＤ-Ｒを同封しています。

平成23年
新法人税・WP版法人税・財産評価・相続税更新
取扱説明書PDF・ﾏﾙﾁWIN端末Ver5.07

11.08

ﾀﾃﾑﾗ株式会社

No. ラ ベ ル 名 枚数 備 考
System-Ｖ/ ＬＸ
平成23年 新法人税・WP版法人税・財産評価

１ 相続税更新 １ プログラムインストールＣＤ-Ｒです。
取扱説明書PDF・ﾏﾙﾁWIN端末Ver5.07

●バージョンNO.一覧
Ｆ９ (申告･個人･分析)１頁目に表示します。下記のプログラムは

PG番号 プログラム名 HD-VER 備 考

ＧＰ年度更新 各プログラム改正内容に対応致しました。９７ Ｖ-１.１４

新法人税申告書 平成23年6月30日以後終了事業年度に対応致しました。１１０ Ｖ-１.１２

消費税申告書 税理士法30条および33条の2の書面提出有を転記しない１２０ Ｖ-１.３４

場合に対応致しました。

WP版法人税申告書A２７０

WP版法人税申告書B 平成23年6月30日以後終了事業年度に対応致しました。２８０ Ｖ-３.８１

WP版法人税申告書C２９０

相続税申告書Ａ 11表の合計の氏名表示について機能改善致しました。５００ Ｖ-１.５２

相続税申告書Ｂ 税制改正による変更はございません。５１０

WP版相続税申告書B 11表の合計の氏名表示について機能改善致しました。５４０ Ｖ-１.５２
税制改正による変更はございません。

財産評価ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 法人税申告書からの読込を[100]から[110]へ変更。５５０ Ｖ-２.２０

以後、新法人税申告書のみ読込可能となります。

※今回の新法人税申告書等の更新に関係ないサーバー及び単体マシンをお持ちの場合、その
機械にも本転送を行って下さい。（財務等に関連する内部プログラムの更新があるため。）

今回送付したＣＤ-Ｒは
・プログラム更新
・PDFファイルの取扱説明書
を１枚に入れて送付しています。
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F10[1000]プログラムの更新作業

● 操作方法
①「平成23年 新法人税・WP版法人税・財産評価・相続税更新 11.08」と書かれている

ＣＤ-Ｒを用意します。

② F10 データ変換のメニューを呼び出します。

初期メニューより F10 データ変換を選択
します。 を呼び出します。[1000] ＵＰ(更新)

1000 Ｅｎｔｅｒ を押します。

Ｅｎｔｅｒ を押します。

(rootは入力しません)

ｒｏｏｔ は消さないように注意して下さい。

※パスワードを消した場合エラーを表示します。

※ LX:2005年7月以前納品の機械(LX-TURBO10) は、2:ﾎｽﾄｻｰﾊﾞのCDで作業して下さい。

③ 下図の画面を表示します。

「平成23年 新法人税・WP版法人税・財産評価
相続税更新 11.08」と書いてあるＣＤ-Ｒを
セットして、『３』端末のＦＤ／ＣＤを選択
します｡

３ Enter と押します。

※ 親機にCD-Rをｾｯﾄした場合は
2 Enter を押します。

→ ⑤へ移動
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④『３』端末のＦＤ／ＣＤを選択すると
『MS-DOSの装置名を入れて下さい..d:\』
等、前回指定したﾄﾞﾗｲﾌﾞ名を表示しますので
CD-ROMのドライブ名を確認します。

表示したドライブ名が違う場合は、入力後
Enter を押します

※お客様の機械によってドライブ名は異なります。
下記の方法で確認して下さい。

CD-ROMのドライブ名の確認方法

マイコンピュータを開きます。
CD-ROMのドライブを確認して下さい。

左図の場合はCD-ROMドライブは『Ｄ』です。

⑤ インストールを実行します。

左図の１行目の画面を表示します。
『○○○をｲﾝｽﾄｰﾙします[y/n/a/1？･･･]』

ａ 又は １ を選択します。

※誤って、 ｙ を選択した場合は２行目

以降で ａ 又は １ を選択して下さい。

⑥ ２行目以降を表示します。
終了が出た後しばらくお待ち下さい。

⑦ インストールが終了すると左図の画面を表
示します。
ＣＤ-Ｒを本体から取り出して下さい。

他の端末が起動していないことを確認します。

※ここに複数表示する場合は他の端末が動作中

です。一旦終了して下さい。

１台のみの場合は現在作業している機械です。

の場合単体

終了(Ｆ５)を何回か押してｼｽﾃﾑを終了し
Windows画面､もしくはポータル画面まで戻り
ます。戻った後、3分ほど待ち、再度ｼｽﾃﾑを
起動して下さい。

の場合ﾈｯﾄﾜｰｸ

実行(Ｆ３)を押し、しばらくお待ち下さい。
左図の画面を表示した後、しばらくすると
自動的にﾏﾙﾁｳｨﾝﾄﾞｳ端末が終了、その後親機

の電源も自動的に切れて再起動します。
(※親機の電源が切れたあと5分ほど待っても

再起動しない場合は、電源ﾎﾞﾀﾝを押して
起動させて下さい。)

※親機を複数台持っている場合は、本ＣＤ-Ｒにて更新作業を同様に行って下さい。
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《Windows 7/Vista/XP》

11.08マルチWIN端末 (V-5.07) インストール方法

※既にVer5.07に更新済の場合は必要ありません転送前の確認事項

●インストールを行う際は、全てのプログラムを終了して下さい。（マルチウィンドウ端末
も閉じて下さい。）終了せずインストールを行うとプログラムが正常に動作しません。

インストールは下記に沿って各端末機で行って下さい。

1. 今回送付した｢平成23年 新法人税・WP版法人税・財産評価・相続税更新～11.08｣と書いてある
ＣＤ-Ｒを用意して端末機にセットします。

2. コンピュータ(XPはﾏｲｺﾝﾋﾟｭｰﾀ)をダブルクリック→ＣＤ-ＲＯＭドライブをダブルクリッ
クします。ＣＤ-Ｒの内容を表示しますので『InstTams4.exe』を右クリックし、手順3へ。
(XPの場合は『InstTams4.exe』をダブルクリックして手順5へ)

※ＣＤ-Ｒをセット後、左図を表示した場合は
『ﾌｫﾙﾀﾞを開いてﾌｧｲﾙを表示する』を選択します｡
ＯＫ にﾏｳｽの矢印を合わせて左ﾎﾞﾀﾝを１回押す
と右上の画面を表示します。

『管理者として実行』3.左図の画面より
にマウスの矢印を合わせて左ボタンを
１回押します。(ｸﾘｯｸ)

4．Vistaは左図の画面を表示しますので、
｢許可｣にﾏｳｽの矢印を合わせて左ﾎﾞﾀﾝを
１回押します。(ｸﾘｯｸ)

７は｢許可しますか？｣と表示しますので
｢はい(Y)｣にﾏｳｽの矢印を合わせて左ﾎﾞﾀﾝを
１回押します。(ｸﾘｯｸ)
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5. 左図の画面を表示します。
マルチウィンドウ端末の『更新』にﾏｳｽの矢印を
合わせて左ﾎﾞﾀﾝを１回押します。

次の画面が出るまでしばらくお待ち下さい。

6. 左図の画面を表示します。
｢100%｣ になるまでお待ち下さい。

7. 左図の画面を表示します。マルチWIN端末 <更新用>

マウスの矢印を｢次へ｣に合わせ左ﾎﾞﾀﾝを１回
押します。(ｸﾘｯｸ)

8．左図の画面を表示します。

マウスの矢印を｢はい｣に合わせ左ﾎﾞﾀﾝを１回
押します。(ｸﾘｯｸ)

9. 左図の画面を表示します。

マウスの矢印を｢次へ｣に合わせ左ﾎﾞﾀﾝを１回
押します。(ｸﾘｯｸ)

しばらくお待ち下さい。

10. 左図の画面を表示します。

マウスの矢印を｢次へ｣に合わせ左ﾎﾞﾀﾝを１回
押します。(ｸﾘｯｸ)

しばらくお待ち下さい。
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11. ｢セットアップ完了｣と表示したらマウスの矢印
を｢完了｣に合わせて左ﾎﾞﾀﾝを１回押します。
(ｸﾘｯｸ)

12. 左図の画面に戻ります。

ﾏｳｽの矢印を 閉じる に合わせて左ﾎﾞﾀﾝを１回
押します。

13. CD-Rを取り出し、Windowsを再起動して下さい。

※7/Vistaの場合で、インストール終了後に左図の画面
を表示した場合は
｢このプログラムは正しくインストールされました｣
にﾏｳｽの矢印を合わせ、左ﾎﾞﾀﾝを1回押します。(ｸﾘｯｸ)

14. 再起動後、マルチウィンドウ端末の
バージョンを確認して下さい。

画面右上の｢ヘルプ｣をクリックします。
↓

｢バージョン情報｣をクリックします。
↓

｢V-5.07｣になったことを確認します。
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11.08平成23年6月30日施行 新法人税申告書システム 更新内容

弊社システムにおいて、[100]法人税申告書プログラムの開発は平成22年度版をもって終了致し
ました。[110]新法人税申告書への乗せ換えをお願い致します。

尚、[100]法人税申告書プログラム→[110]新法人税申告書への変換はありません。

電子申告をご利用のお客様におかれましては、申告上の注意がございます。
現在、平成23年6月30日以降の税制改正に対応する国税庁電子申告システムe-Taxが、改定後の
帳票に未対応となっております。対応時期は9月下旬以降の予定のようです。

詳しくは 『平成23年6月30日以降に終了する事業年度の法人税の申告に電子申告を利用する、
場合の注意点』(別紙)をご覧下さい。

● 更新内容
平成23年6月30日以後終了事業年度の法人税申告書プログラムにおいて、下記の内容で変更を
行いました。尚、平成23年4月1日～平成23年6月29日迄の決算分の申告を印刷で打ち分けられ
るように致しました。
この場合、平成23年6月30日以降対応の項目には入力せず、平成23年6月29日迄の印刷で出力し
て下さい。

【平成23.4.1～平成23.6.29迄の決算分は2頁目で印刷】【平成23.6.30以降は1頁目で印刷】

（ 白紙法人税申告書・ワープロ版法人税申告書 共通 ）１．各表の改正内容
表 種 変 更 内 容

・[1]:別表四｢44の①｣ → 別表四｢46の①｣

別表一(一) ・[5]:別表六(十二｢30｣)＋別表六(十五)｢30｣等
↓

別表六(十三｢30｣)＋別表六(十六)｢30｣等

・[8]:別表三(一)｢32｣ → 別表三(一)｢36｣

・[9]:別表三(一)｢40｣ → 別表三(一)｢44｣
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平成23年6月30日以降の決算において
・[42]:別表６－１｢23の計｣を集計しないように機能改善致しました。

・[1]:別表四｢44の①｣ → 別表四｢46の①｣

別表六(十二｢30｣＋別表六(十五)｢30｣＋別表六(十九)｢30｣＋別表六(二十二)｢30｣＋別表六(二十五)｢30｣＋別表六(二十七)｢31｣別表一(二) ・[5]:
↓

別表六(十三｢30｣＋別表六(十六)｢30｣＋別表六(二十)｢30｣＋別表六(二十三)｢30｣＋別表六(二十八)｢30｣＋別表六(三十)｢31｣

・[10]:(8)－(9)と(45)の少ない金額 → (8)－(9)と(44)の少ない金額

・[12]:(47) → (46)

・[20]:別表七(一)｢2の計｣＋別表七(二)｢11｣､｢22｣又は｢31｣
↓

別表七(一)｢2の計｣＋別表七(二)｢11｣､｢22｣又は｢32｣

平成23年6月30日以降の決算において
・[43]:別表６－１｢23の計｣が削除になりました。よって、至年月日が

H23.6.30以後の場合、[43]欄を空欄とします。
H23.6.29以前の別表1-2[43]欄は印刷します。

※上記[43]欄が削除になったことから、[44]～[48]→[43]～[47]と項目番
号が変更となりました。

・[45]:(42)+(43)+(44) → [44]:(42)+(43)

・[47]:(45)-(46) → [46]:(44)-(45)

別表二 ・[1]に内書欄の追加
内書には、当該会社が有する自己の株式の数又は出資の金額がある場合に、

その自己の株式の数又は出資の金額を記載

・[4]に内書欄の追加
内書には、当該会社が発行している種類株式のうち議決権を行使することが

できない株主等が有する議決権の数がある場合に、その議決権の数を記載

【計算式変更】
・[3]:[2]÷([1]本書－[1]内書)×100 ※小数点以下2位切捨て

・[4]:外書 ※[4]内書あった場合はｸﾘｱ
※期首が平成23.4.1以降で期末が平成23.6.30以降の場合は

外書きは廃止となりました。

・[6]:[5]÷([4]本書－[4]内書)×100 ※小数点以下2位切捨て

・[12]:[11]÷([1]本書－[1]内書)×100 ※小数点以下2位切捨て

・[13]:※[4]内書有及び[4]本書のみの場合
[22]本書+[22]外書の内、上位１位の議決権数
尚、[4]外書有の時は従来の計算通り

・[14]:※[4]内書有及び[4]本書のみの場合
[22]外書の合計有の時

[13]÷[22]の外書の合計×100 ※小数点以下2位切捨て
[22]外書の合計無かつ[4]本書＞０の時

[13]÷([4]本書-[4]内書)×100 ※小数点以下2位切捨て
[22]外書の合計≦０かつ[4]本書≦０の時

０
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・[1]：別表四｢44の②｣～ → 別表四｢46の②｣
別表三(一)

(別表一(一)｢2｣+｢5｣+｢7｣+｢10の外書｣-｢11｣-｢43｣)-別表六(一)｢23の計｣-別表六(七)｢15｣-別表六(十)｢23｣-別表六(十一)｢22｣・[5]：
-(別表六(十四)｢16｣＋「21｣）-別表六(十七)｢24｣-別表六(十八)｢22｣-別表六(二十一)｢21｣

↓
(別表一(一)｢2｣+｢5｣+｢7｣+｢10の外書｣-｢11｣-｢43｣)-別表六(十)｢23｣-別表六(十一)｢23｣-別表六(十二)｢22｣-別表六(十五)｢32｣・[5]：
-(別表六(十八)｢24｣-別表六(十九)｢22｣-別表六(二十二)｢21｣

・[16]:別表四(35の①) → 別表四(37の①)

・[21]:別表十(二)｢42｣ → 別表十(四)｢42｣

・[22]:別表十(三)｢19｣ → 別表十(五)｢19｣

・[23]:別表十(三)｢20｣又は｢22｣ → 別表十(五)｢20｣又は｢22｣

・[25]:別表十(六)｢18｣+｢33｣+｢38｣+｢43｣+｢48｣
↓

[29]:別表十(八)｢18｣+｢33｣+｢38｣+｢43｣+｢48｣

・[26]:別表十(七)｢22｣ → [30]:別表十(九)｢22｣

別表十七(二)｢40｣+別表十七(三)｢33の内書｣＋別表十七(三の二)｢20｣・[28]:
↓

別表十七(二)｢40｣+別表十七(三)｢35｣＋別表十七(三の二)｢22｣[32]:

・[25]～[40]項目 → [29]～[44]項目番号等変更

【新規項目追加】

国際戦略総合特別区域における指定特定事業法人の所得の金額の損金算入額 別表十(二)｢７｣・[25]:
国際戦略総合特別区域における指定特定事業法人の所得の金額の益金算入額 別表十(二)｢９｣・[26]:
認定研究開発事業法人等の所得の金額の損金算入額 別表十(三)｢７｣・[27]:
認定研究開発事業法人等の所得の金額の益金算入額 別表十(三)｢９｣・[28]:

【項目及び計算式変更】

・[29]:所得等の金額 (16)+(17)+(18)+(19)+(20)+(21)+(22)-(23)
+(24)+(25)+(26)+(27)-(28)

↓
[33]:所得等の金額 (16)+(17)+(18)+(19)+(20)+(21)+(22)-(23)+(24)

+(25)-(26)+(27)-(28)+(29)+(30)+(31)-(32)

別表三(四) ・[7]:別表四｢44の①｣又は別表二十(二)｢1｣)
↓

別表四｢46の①｣又は平成23年改正前の別表二十(二)｢1｣

別表一(一)｢2｣、別表一(二)｢2｣、別表一(三)｢2｣、別表二十(一)｢２｣又は別表二十(ニ)｢２｣・[10]:
↓

別表一(一)｢2｣、別表一(二)｢2｣、別表一(三)｢2｣、平成23年改正前の別表二十(一)｢２｣又は平成23年度改正前の別表二十(ニ))｢２｣

別表四 ・[33]:別表十(二)｢42｣ → [35]:別表十(四)｢42｣

別表十(三)｢19｣、｢20｣又は｢22｣ 別表十(五)｢19｣、｢20｣又は｢22｣・[34]: → [36]:

・[37]:別表十(四)｢47｣ → [39]:別表十(六)｢47｣

・[38]:別表十(五)｢39｣ → [40]:別表十(七)｢39｣
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・[39]:別表十(八)｢13｣若しくは｢33｣又は別表十(九)｢8｣若しくは｢23｣
↓

[41]:別表十(十)｢13｣若しくは｢33｣又は別表十(十一)｢8｣若しくは｢23｣

・[41]:[35]～[40]までの計 → [43]:[37]～[42]までの計

・[42]:別表七(一)｢2の計]＋別表七(二)｢11｣､｢22｣又は｢31｣
↓

[44]:別表七(一)｢2の計]＋別表七(二)｢11｣､｢22｣又は｢32｣

・[29]～[44] → [31]～[46]へ項目番号変更

【新規項目追加】
国際戦略総合特別区域における指定特定事業法人の所得の金額の損金算入額又は益金算入額 別表十(二)｢7｣又は｢9｣・[29]:
認定研究開発事業法人等の所得の金額の損金算入額又は益金算入額 別表十(三)｢7｣又は｢9｣・[30]:

※損金の場合は金額をﾏｲﾅｽで入力し、益金の場合はﾌﾟﾗｽで入力して下さい。

【項目及び計算式変更】
・[32]:合計(26)～(31)までの計

↓
[34]:合計((26)+(27)+(28)-(29)-(30)+(31)+(32)+(33))又は(26)+(27)

+(28)+(29)+(30)+(31)+(32)+(33)

・[35]:総計((32)+(33)-(34))又は((32)+(33)+(34)
↓

[37]:総計((34)+(35)-(36))又は((34)+(35)+(36)
※従来のｼｽﾃﾑでは[34]欄をﾌﾟﾗｽで入力し、○損金算入額か○益金算入額か

選択していましたが、今回より[36]欄は損金算入額ならﾏｲﾅｽで入力し、

益金算入の場合はﾌﾟﾗｽで入力して下さい。

別表五(一) 【検算画面】
・留保所得金額又は欠損金額:別表４｢44の[2]｣ → 別表４｢46の[2]｣

別表六(一) ・平成23年6月30日以後申告分より
みなし配当金額の一部の控除に関する明細書が削除となりました。

※平成23年6月29日以前申告の場合、項目がある為入力枠は残しましたが
至年月日が平成23年6月30日以後の場合は入力不可。

別表七(一) ・当期控除額:(別表四｢41の①｣－別表七(二)｢11｣又は｢22｣)を限度
↓

当期控除額:(別表四｢43の①｣－別表七(二)｢11｣又は｢22｣)を限度

・当期分及び災害欄:欠損金額：別表四｢44の①｣ → 別表四｢46の①｣

【別表７－２】
・別表７－２｢31｣ → 別表７－２｢32｣

別表八(一) ・[1][15]:連結法人株式等又は完全子法人株式等に係る受取配当等の額
↓

完全子法人株式等に係る受取配当等の額

平成10年4月1日～平成12年3月31日まで又は平成22年4月1日～平成24年3月31日までの間に開始した各事業年度の負債利子等～・[21]:
↓

平成22年4月1日～平成24年3月31日までの間に開始した各事業年度の負債利子等～[21]:

・連結法人株式等又は完全子法人株式等 → 完全子法人株式等
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【適用額明細書の転記】
「その他株式等」の[43]欄に特定株式の□チェック枠を設けました。
チェックが付いたものの合計を適用額明細書へ転記します。

別表十三(五) ・[24][35]:率 0.8･0.9･1.0 → 率0.8･1.0となりました。

至年月日が平成23年6月30日以降に0.9を指定した場合はｸﾘｱします。

別表十四(二) ・[36][39]:国外関連者に対する寄附金額
↓

国外関連者に対する寄附金額及び完全支配関係がある法人に対する寄附金額

【適用額明細書の転記】
「特定公益増進法人等に対する寄附金～」の[42]欄に認定特定非営利
活動法人の□チェック枠を設けました。 チェックが付いたものの合
計を適用額明細書へ転記します。

地方税共通情報 ・[8]:別表4｢35[1]｣ → 別表4｢37[1]｣

・[12]:別表4｢30[1]｣ → 別表4｢32[1]｣

地方税第6号様式 ・[65]:別表4｢35｣等 → 別表4｢37｣等

・[72]:別表4｢44[1]｣ → 別表4｢46[1]｣

連動計算 ・上記変更に伴い、連動計算も合わせて変更となりました。

適用額明細書転記 ・別表８－１．１４－２の転記を変更しました。詳しくは各表の変更内容
をご参照下さい。

【ご注意】
今回の税制改正により以下のように変更となっております。

・ 仮決算をした場合の中間申告に記載すべき法人税額(中間予定額)が前期基準額を超える「
場合」及び「前期基準額が10万円以下である場合(前期基準額がない場合を含む)」場合は
は中間申告書は提出できないこととなりました。

・別表１６－１．１６－２において、差引取得価額[9]の上段に内書が追加されました。
この対応につきましては後日対応する予定です。

【その他プログラム改正内容】

表 種 変 更 内 容

[97]年度更新 ･平成23年6月30日改正法対応に伴い、7:新法人税申告書の年度更新が
変更になりました。
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11.08消費税申告書 変更内容
「10：基本情報登録」

税理士法の丸印欄はＧＰ申告より転記します。
転記したくない場合はチェックを付けて下さい。

【基本情報登録】

【ＧＰ申告情報登録】

11.08財産評価 変更内容
税制改正による変更はありませんが、法人税申告書からの転記を[100]法人税申告書から
[110]新法人税申告書に変更しました。

21：取引相場のない株式

「第１表 株主の判定及び会社規模の判定 ・ 第３表 一般の評価会社の株式の価額計算書」」「
「第４表 類似業比準価額等計算書 ・ 第６表 特定の評価会社の株式等の計算書」」「

４表の転記を変更。

※ これにより[110]新法人税申告書より転記が可能になります。
[100]法人税申告書から転記する場合は平成22年版財産評価ををお使い下さい。

チェックが付いているので、丸印
が転記されません。


